
、支援内容 障害者の社会参加を促進する為、障害者福祉センターで行う地域活動支援センター事業に不便なく通所でき
施策目的・

(2)目的 の充実を図ります。また、基幹施設として、市内の障害者施設への技術的支援を行うとともに、保健、医療 事業目的 るよう利用者送迎支援サービスを行っています。
展開方向

、福祉の各機関との連携を強化します。
　身体に障害がある利用者は公共交通機関の利用が困難な場合が多いため、障害者福祉センターを利用され 　地域活動支援センターの開所日に利用者送迎支援を実施します。（年間運行日数／２２４日）
る方を対象に送迎支援を行います。車いす利用者については、リフト付ワゴン車で送迎します。 市所有のマイクロバス１台（24名定員）及びリフト付きワゴン車２台（車いす装着×２）計３台の送迎車輌

当該年度 を運転手及び燃料費、車検（法定点検）費用込みで送迎車輌運行管理業務を委託して市内全域の利用者送迎
執行計画 支援を実施しています。

(3)事業内容 内　　容

送迎サービスの延利用者数 想定値 12,000当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 9,928

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 施設通所者に対して、遅延なく安全（安心）な利用者送迎支援を行う。 直接 延利用者数 人 9,928 10,000

令和 2年度 施設通所者に対して、遅延なく安全（安心）な利用者送迎支援を行う。 直接 延利用者数 人 11,000

令和 3年度 施設通所者に対して、遅延なく安全（安心）な利用者送迎支援を行う。 直接 延利用者数 人 11,000

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

送迎運行管理業務委託料 11,309 送迎運行管理業務委託料 10,219 9,880 送迎運行管理業務委託料 9,938 送迎運行管理業務委託料 9,938
バス添乗業務委託料 321 バス添乗業務委託料 0 バス添乗業務委託料 0 バス添乗業務委託料 0
車輌修繕料（リフト2台・バス1台） 150 車輌修繕料（リフト車2台・バス1台） 145 135 車輌修繕料（リフト車2台・バス1台） 145 車輌修繕料（リフト車2台・バス1台） 145
送迎運行管理業務委託料（9月補正） △1,319 送迎運行管理業務委託料（流用） △281

車輌修繕料（流用） 223 223

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 10,461 合　　計 10,306 10,238 合　　計 10,083 合　　計 10,083
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 10,461 10,306 10,238 10,083 10,083

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.61 0.51 0.51 0.51 0.51
正職員人件費 5,368 4,488 4,488 4,488 4,488

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 15,829 14,794 14,726 14,571 14,571
(11)単位費用

1.32千円／人 1.23千円／人 1.48
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

障害者福祉センター及びこども発達センター（二施設）は、公共交通機関のアクセスが悪く、最寄駅からも遠い立地条件 ●①事前確認での想定どおり
にあるため身体に障害をある方や障害児をもつ家族が不便なく通所するには、利用者送迎支援は必要な事業であり利用者 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 送迎支援の希望者も増加傾向である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

利用者が遅延なく通所でき安心（安全）を確保して送迎支援を行うことが出来た。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 交通の便（JR成田線、阪東、市民ﾊﾞｽ）など本数、時間帯の

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 アクセスが悪く最寄駅からも遠い立地条件にあるため障害者
□その他 　促進された が不便なく通所するには送迎支援のニーズは高く、必要とさ

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した れている。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
非該当

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 送迎車輌には、低排出ガソリン仕様車を運行して市内全域（ 市内全域の利用者送迎支援、走行するため環境への配慮とし ●①想定どおり
□②生き物と共存している 最寄駅）などの利用者送迎支援を行なっている。 てﾘﾌﾄ付マイクロバス（１台）ﾘﾌﾄ付ワゴン車（２台）計３台 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している の低排出ガソリン車で自宅前（バス停）や湖北駅までの利用

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している 者送迎支援を行っています。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
9,928 10,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

車輌維持管理（法定点検・車検・修理）などで運行できなかった期間があった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,794 1,035 14,726 99.54
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.54

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当初予算より安価の入札（契約）できた為。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 67.59

人 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
障害のある方やそのご家族が、障害者福祉センター・こども発達センター（二施設）に通所するため、本事業は必要とされているので引き続き
現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 445 課コード 0506 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 障害者福祉センター事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害者福祉センタ－

個別事業 利用者送迎支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.51 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,852 千円 (うち人件費 4,488 千円）⑦事業費
総事業費 10,219 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 14,794 千円 (うち人件費 4,488 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

あらき園と障害者福祉センターでは、一人ひとりのニーズにあった施設サービスを提供するため



った施設サービスを提供するため、支援内容 障害者の身体機能の維持及び向上に必要な訓練を実施し、社会参加を促進するための援助を行う。
施策目的・

(2)目的 の充実を図ります。また、基幹施設として、市内の障害者施設への技術的支援を行うとともに、保健、医療 事業目的
展開方向

、福祉の各機関との連携を強化します。
自立訓練、社会適応訓練、給食サービスを実施する。 各専門職の指導による個別訓練・グループ訓練・マシントレーニングを実施する。また、社会適応に向けた
○自立訓練　自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能または生活能力の向上のた 外出訓練・パソコン講習・家事動作訓練等を行う。
　めに必要な個別・集団訓練を行う。 当該年度
○社会適応訓練　社会参加の促進に向け外出訓練やパソコン講習の実施、また、家庭内の役割獲得のための 執行計画

(3)事業内容 内　　容 　家事動作訓練等を行う。
○給食サービス  １日通所される利用者の方に、給食を提供する。

訓練参加実人数 想定値 95当該年度
単位 名

活動結果指標 実績値 113

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 利用者の社会参加を促進する。 直接 訓練参加実人数 名 113 95

令和 2年度 利用者の社会参加を促進する。 直接 訓練参加実人数 名 115

令和 3年度 利用者の社会参加を促進する。 直接 訓練参加実人数 名 117

歳入の増加や訓練事業の機能強化のため、事業手法の見直しが必要である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ●有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報酬(3号3.3人、2号1.3人) 5,687 嘱託職員報酬(3号3.5人、2号1.4人) 6,360 5,997 嘱託職員報酬(3号3.5人、2号1.4人) 6,360 嘱託職員報酬(3号3.5人、2号1.4人) 6,360
臨時職員賃金額(5人) 4,463 臨時職員賃金額(5.9人) 4,501 4,146 臨時職員賃金額(5.9人) 4,501 臨時職員賃金額(5.9人) 4,501
職員検便検査手数料 86 職員検便検査手数料 74 93 職員検便検査手数料 74 職員検便検査手数料 74
賄材料費 895 賄材料費 519 310 賄材料費 519 賄材料費 519
給食業務委託 1,880 消耗品 86 19 消耗品 86 消耗品 86
消耗品 99 施設賠償責任保険 30 11 施設賠償責任保険 30 施設賠償責任保険 30
施設賠償責任保険 21 施設入場者傷害保険 268 97 施設入場者傷害保険 268 施設入場者傷害保険 268

実施内容 施設入場者傷害保険 332 医薬材料費 37 32 医薬材料費 37 医薬材料費 37
医薬材料費 27 給食調理業務委託 1,928 1,928 訓練用等備品購入費 62 訓練用等備品購入費 62

(8)施行事項
費　　用 トレーニング機器保守点検委託料 78 58 講師報償費 36 講師報償費 36

訓練用等備品購入費 115 112 研修旅費 3 研修旅費 3
施設備品購入費 76 183
研修旅費 3 2
講師報償費 36 0
修繕料・トレーニング機器（流用） 58 58

予算(決算)額 合　　計 13,490 合　　計 14,169 13,046 合　　計 11,976 合　　計 11,976
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 12,305 13,461 12,528 11,268 11,268

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 1,185 □特会 ■受益 □基金 □その他 708 518 □特会 ■受益 □基金 □その他 708 □特会 ■受益 □基金 □その他 708
換算人数(人) 1.41 1.91 1.91 1.31 1.31
正職員人件費 12,408 16,808 16,808 11,528 11,528

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 5,686 6,357 6,357 5,686 5,686
臨時職員賃金額 4,463 4,354 4,354 4,463 4,463

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 25,898 30,977 29,854 23,504 23,504
(11)単位費用

304.68千円／名 326.07千円／名 264.19
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

障害者が住み慣れた地域で安心して暮らし、活発に社会参加していくことが出来るような支援体制が必要である。 ●①事前確認での想定どおり
地域活動支援センターでは、障害者の自立と社会参加を促進し、生活の質的向上が図れるように、自立訓練や社会適応訓 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 練を実施している。現在、我孫子市内では、リハビリテーションの専門職員が訓練を実施している障害者施設がない。そ ○要
   背景は？(事業の必要性) のため、介護保険の対象とならない障害者の訓練を、障害者福祉センターで実施していく必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市内の障害者施設や、障害者相談支援事業所と連携を図ることにより、新規利用者が増えた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市内には理学療法士、作業療法士、言語聴覚士の専門職が訓

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 練を実施している障害者施設がないため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 専門的知識や技術を要するため、市民の参加や協働は難しい ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民と協働して行う事業ではない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
環境に配慮する事業ではない。

効
　
率
　
性

現況値(a)(名) 目標値(b)(名) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(名) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
113 95 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市内の障害者施設や障害者相談支援事業所と連携を図ることにより、新規利用者
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 92 96.84

が増加した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 30,977 △5,079 29,854 96.37
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

適切な計画及び事業の実施により想定通りの事業費となった。

△19.61

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 適切な計画及び事業の実施により目標値以上の数値にな

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 った。

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) △0.06

名 10万円 △0.07 116.67

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ●事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市内の障害者施設や障害者相談支援事業所からの訓練事業へのニーズは高い。しかし、歳入の不足や施設の老朽化に伴う修繕費の増大等に対し 令和2年5月より給付事業である自立訓練（生活訓練）を新規事業として行う。
、事業の見直しが必要である。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 446 課コード 0506 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 障害者福祉センター事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害者福祉センタ－

個別事業 地域活動支援センター訓練事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.91 人）
(1)事業概要

(当　初) 30,919 千円 (うち人件費 16,808 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 30,977 千円 (うち人件費 16,808 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33303 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第５次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

あらき園と障害者福祉センターでは、一人ひとりのニーズにあ



難病の方に対し、障害者福祉センター通所・訪問指導・生活相談等を通し
施策目的・

(2)目的 の充実を図ります。また、基幹施設として、市内の障害者施設への技術的支援を行うとともに、保健、医療 事業目的 て、自立と社会参加を支援します。
展開方向

、福祉の各機関との連携を強化します。
・障害者福祉センター利用者に対する生活相談等 ・センター利用者相談、センター利用者への訪問相談、関係機関連携、新規相談（受付：随時）
・障害者福祉センター利用希望者に対するアセスメント・契約および他機関との連絡調整
・在宅の身体・知的・精神障害者、難病の方からの訪問指導依頼に対する訪問および実施の為の調整 当該年度
・補装具の相談に対する訪問及び実施の為の調整　 執行計画

(3)事業内容 内　　容

相談件数 想定値 170当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 651

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 相談等を通して、利用者が抱える問題を解決する 直接 相談件数 件 164 170

令和 2年度 相談等を通して、利用者が抱える問題を解決する 直接 相談件数 件 652

令和 3年度 相談等を通して、利用者が抱える問題を解決する 直接 相談件数 件 653

利用者の相談は、センター通所に関する相談だけによらず、在宅生活上での相談や医療、福祉サービス、就労等多岐に渡るもの
(7)事業実施上の課題と対応 である。それぞれ、相談に関する専門職や担当課等との連携が重要であるが、民間相談機関とのやり取りには個人情報の取扱い 代替案検討 ○有 ●無

に注意しなければならない。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・障害者福祉センター利用者に対する ・障害者福祉センター利用者に対する ・障害者福祉センター利用者に対する ・障害者福祉センター利用者に対する
生活相談等 0 生活相談等 0 0 生活相談等 0 生活相談等 0
・障害者福祉センター利用希望者に対 ・障害者福祉センター利用希望者に対 ・障害者福祉センター利用希望者に対 ・障害者福祉センター利用希望者に対
するアセスメント、契約および他機関 するアセスメント、契約および他機関 するアセスメント、契約および他機関 するアセスメント、契約および他機関
との連絡調整 0 との連絡調整 0 0 との連絡調整 0 との連絡調整 0
・在宅障害者からの訪問指導調整 0 ・在宅障害者からの訪問指導調整 0 0 ・在宅障害者からの訪問指導調整 0 ・在宅障害者からの訪問指導調整 0
・補装具の相談調整　等 0 ・補装具の相談調整　等 0 0 ・補装具の相談調整　等 0 ・補装具の相談調整　等 0

実施内容 ・研修旅費 11 ・臨時職員賃金額（0.05人） 601 445

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 11 合　　計 601 445 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 11 601 445 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.32 1.02 1.02 0.32 0.32
正職員人件費 2,816 8,976 8,976 2,816 2,816

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 445 445 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,827 9,577 9,421 2,816 2,816
(11)単位費用

18.85千円／件 56.34千円／件 14.47
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

現在、障害者福祉センターの利用者が抱えている障害は事故・疾病による肢体不自由等の身体障害や高次脳機能障害、失 ●①事前確認での想定どおり
語等の言語障害、知的障害、精神障害、発達障害等さまざまであり、また利用者の年齢は20代から70代まで多岐に渡り、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ニーズも異なる。関係機関と連携して、各々の障害者のニーズに応じた自立や社会参加を支援していくためには相談事業 ○要
   背景は？(事業の必要性) は必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

障害のある方やその家族の生活を支え、関係機関との連携を図るために、相談事業は必須であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 障害者の自立と社会参加を促進するため、様々なケースに対

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 応するための相談支援は不可欠である。また、障害者福祉セ
□その他 　促進された ンターは、訓練事業等を行う施設として地域の中心的存在と

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した しての役割が求められていることから、市実施の必要性があ
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された る。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
利用者のプライバシーを保護するため、市民の参加は想定していない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
164 170 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市内の他施設との連携を強化したことにより、他機関からの相談件数が増えたた
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 651 382.94

め。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,577 △6,750 9,421 98.37
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△238.77

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 市内の他施設との連携を強化したことにより、他機関か

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 らの相談件数が増えたため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.78

件 10万円 6.91 388.2

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
障害者の自立と社会参加を促進するため、今後も現状通り推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 447 課コード 0506 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 障害者福祉センター事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害者福祉センタ－

個別事業 相談事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.02 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,577 千円 (うち人件費 8,976 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

あらき園と障害者福祉センターでは、一人ひとりのニーズにあった施設サービスを提供するため、支援内容 在宅の身体・知的・精神障害者、



トや講座等を開催して障害につい 障害者の自立を促進するために、障害者団体の運営を支援するとともに、ボランティア団体に活動場所の提
施策目的・

(2)目的 ての正しい知識を広げるとともに、障害者の地域活動への参加を支援するなど、地域と交流しながら啓発活 事業目的 供とその他必要な支援を行います。
展開方向

動を行います。
・障害者団体に対する支援として、運営に関する助言やその都度必要な支援を行う。 ・障害者福祉センター家族会「こぴあ」役員会や、我孫子バリアフリーの会の活動場所のを。
・障害者をサポートするボランティア団体に対する支援として、ボランティアの受け入れや活動場所の提供 ・ボランティア団体に対し、ボランティアの受け入れ及び活動場所の提供等を行う。
　を行う。 当該年度 ・「デイケアクラブ」は参加者が減少しているため、年１２回の頻度に縮小して実施する。
・デイケアクラブの実施（デイケアクラブは、H32年以降からNo446地域活動支援センター訓練事業の中で実 執行計画 ・福祉まつりの委員として、実行委員会に参加する。

(3)事業内容 内　　容 施する）。 ・自主訓練場所の提供をする。
・自主訓練場所の提供。

障害者団体、ボランティア団体、デイケアクラブの活動回数 想定値 220当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 228

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ボランティア団体および障害者団体の活動の充実、デイケアクラブについては縮小して実施。 直接 活動場所の提供回数 件数 232 240

令和 2年度 ボランティア団体および障害者団体の活動の充実、デイケアクラブは訓練事業に統合して実施。 直接 活動場所の提供回数 件数 240

令和 3年度 ボランティア団体および障害者団の活動の充実 直接 活動場所の提供回数 件数 240

施設サービスの充実に伴い、訓練室が不足する場合は、活動場所の提供を行う対象団体に対し、一定の制限を設ける必要があり
(7)事業実施上の課題と対応 ます。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・活動場所の提供 0 ・活動場所の提供 0 0 ・活動場所の提供 0 ・活動場所の提供 0
・運営に関する助言等の支援 0 ・運営に関する助言等の支援 0 0 ・運営に関する助言等の支援 0 ・運営に関する助言等の支援 0
・福祉まつり負担金 100 ・福祉まつり負担金 100 100 ・福祉まつり負担金 100 ・福祉まつり負担金 100
・デイケアクラブ消耗品 2 ・デイケアクラブ消耗品 2 1 ・我孫子市福祉施設連絡会負担金 2 ・我孫子市福祉施設連絡会負担金 2
・デイケアクラブ講師報償費 144 ・デイケアクラブ講師報償費 24 18
・デイケアクラブ旅費 1 ・デイケア嘱託職員報酬(2号0.05人) 118 115
・デイケア嘱託職員報酬(2号0.1人) 224 ・我孫子市福祉施設連絡会負担金 2 2

実施内容 ・我孫子市福祉施設連絡会負担金 2

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 473 合　　計 246 236 合　　計 102 合　　計 102
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 473 246 236 102 102

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.45 0.5 0.5 0.1 0.1
正職員人件費 3,960 4,400 4,400 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 225 119 119 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,433 4,646 4,636 982 982
(11)単位費用

18.47千円／回 21.12千円／回 20.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

ボランティアの受け入れやボランティア団体への活動場所の提供は、障害のある方への理解を深め、障害者の地域活動へ ●①事前確認での想定どおり
の参加を支援するために必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 障害者団体においては、定期的な会議を行う際、施設内がバリアフリーで且つ送迎バスのある障害者福祉センターを利用 ○要
   背景は？(事業の必要性) することによって、障害が重度であっても参加の機会を得ることができる。また「デイケアクラブ」を運営することで、 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

精神障害者の方の地域活動への参加を支援することができる。 「音訳ボランティア我孫子」、「パソコン点字の会」等の団体に定期的に部屋貸しを行った。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 「音訳ボランティア我孫子」については防音設備が必要であ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 り、「パソコン点字の会」については点字プリンターと専用
□その他 　促進された パソコンを設置する場所が必要であるため、障害者福祉セン

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ターを拠点とすることが適切である。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ボランティア団体の協力を得ている。 ボランティア団体の活動拠点になったことで、聴覚障がい者 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 、視覚障がい者等に対して安定したサービスを提供できた。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境に配慮する活動ではない。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件数) 目標値(b)(件数) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件数) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
232 240 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予定通りに各団体への貸し出しを行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 228 95
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,646 △213 4,636 99.78
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△4.8

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.17

件数 10万円 4.92 95.16

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ●事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
デイケアクラブについては、新規利用者が定着していないため、参加者が少人数で固定化されていること、近隣の病院でのデイケアが充実して ３１年度はデイケアクラブの実施回数を２４回から１２回に減らし実施した。令和２年度も１２回実施し移行期間とし、３年度からは地域活動
いることもあり、事業の見直しを図る必要がある。 支援センター訓練事業に統合する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 448 課コード 0506 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 障害者福祉センター事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害者福祉センタ－

個別事業 障害者（本人及び団体）やボランティアに対する支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,646 千円 (うち人件費 4,400 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33304 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第５次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

障害の有無にかかわらず地域で共にくらせる社会を実現するため、イベン



に対し適切な支援・指導を行い 日常会話が困難な失語のある人に対し失語のある人向け意思疎通支援者を派遣し、失語のある人の日常会話
施策目的・

(2)目的 、日中活動の場や住まいの場、在宅福祉サービスの充実を図ります。 事業目的 と社会参加を支援します。
展開方向

（１）失語のある人に対し、失語のある人向け意思疎通支援者を個別に派遣します。 （１）失語のある人に対し、失語のある人向け意思疎通支援者を個別に派遣します。また、失語のある人の
（２）失語のある人向け意思疎通支援者の会話技術の向上を図るために、スキルアップ講座を開催します。 地域活動の拠点として市内2か所の公共施設の活動場所を確保します。

当該年度 （２）失語のある人向け意思疎通支援者の会話技術の向上を図るために、スキルアップ講座を開催します。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

失語のある人向け意思疎通支援者延べ派遣人数（人） 想定値 350当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 374

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 失語のある人の社会参加を促進することができる。 直接 失語のある人向け意思疎通支援者延べ派遣人数（人） 人 374 350

令和 2年度 失語のある人の社会参加を促進することができる。 直接 失語のある人向け意思疎通支援者延べ派遣人数（人） 人 360

令和 3年度 失語のある人の社会参加を促進することができる。 直接 失語のある人向け意思疎通支援者延べ派遣人数（人） 人 370

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

失語のある人向け意思疎通支援者派遣 437 失語のある人向け意思疎通支援者派遣 437 422 失語のある人向け意思疎通支援者派遣 437 失語のある人向け意思疎通支援者派遣 437
報償費 報償費 報償費 報償費
失語のある人向け意思疎通支援者傷害 126 失語のある人向け意思疎通支援者傷害 146 337 失語のある人向け意思疎通支援者傷害 146 失語のある人向け意思疎通支援者傷害 146
保険 保険 保険 保険

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 563 合　　計 583 759 合　　計 583 合　　計 583
国庫支出金 補助率 31 ％ 135 補助率 31 ％ 135 130 補助率 31 ％ 135 補助率 31 ％ 135
県支出金 補助率 15.5 ％ 67 補助率 15.5 ％ 67 65 補助率 15.5 ％ 67 補助率 15.5 ％ 67
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 361 381 564 381 381

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 1,320 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,883 1,463 1,639 1,463 1,463
(11)単位費用

4.48千円／人 4.18千円／人 4.38
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

失語は、話す、聞く、読む、書くなどコミュニケーション手段全般が障害されるため、視聴覚障害者の点字や手話のよう ●①事前確認での想定どおり
な代用手段を使用することが出来ない。失語のある人が残されたコミュニケーション機能を用いて地域活動を行うために ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ は、対話者側に失語の知識と会話技術が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

失語のある人の社会参加の促進と会話の機会の提供を行うために本事業は有効であった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 失語のある人向け意思疎通支援者を派遣できる民間企業、NP

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 O法人、民間団体は市内にない。また、失語のある人向け意
□その他 　促進された 思疎通支援者の養成と派遣に実績のある障害者福祉センター

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した が実施することにより、質の高いサービスを提供することが
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された できる。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 月1回反省会を実施し、意思疎通支援者から事業に関する意 失語のある人や意思疎通支援者から適宜、本事業に関する意 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 見を聴取している。また、失語のある人から随時要望を聴取 見や要望を聴取した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り している。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
374 350 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

利用申請が増えたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 374 106.86
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ●③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,463 420 1,639 112.03
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

利用申請の増加に伴い、派遣時間が増加した。

22.3

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 23.92

人 10万円 22.82 95.4

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、国の必須事業として位置づけられたため、今後も継続して実施するべきである。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 452 課コード 0506 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 障害者福祉センター事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害者福祉センタ－

個別事業 失語のある人向け意思疎通支援者の派遣 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,463 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 950 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33302 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第５次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住みなれた地域で自立した生活が営めるよう、障害福祉サービス提供事業者



障害者に対し理学療法士･作業療法士・言語聴覚士等の資格を有する職員が自立訓練や指導を行い、身体機
施策目的・

(2)目的 の充実を図ります。また、基幹施設として、市内の障害者施設への技術的支援を行うとともに、保健、医療 事業目的 能の維持・向上および社会参加の拡大を目指す。また、専門職員を有している公的施設として、市内の障害
展開方向

、福祉の各機関との連携を強化します。 者施設に技術的支援を行う。
①　専門職員派遣：市内の障害者施設の職員に対して、技術的支援を行う。 　関係機関と連携をとりながら、専門職員派遣・通所外訓練・訪問指導・外出訓練を実施する。
②　通所外訓練：障害者施設に通う重複障害者に対して、訓練を実施する。
③　訪問指導：市内の障害者に対して、訪問による指導を行う。 当該年度
④　外出訓練：市内の障害者に対して、公共交通機関等の利用に関する訓練を実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

利用延人数 想定値 100当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 63

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 障害者の身体機能の維持・向上および社会参加の促進を図る。 直接 利用延人数 人 95 100

令和 2年度 障害者の身体機能の維持・向上および社会参加の促進を図る。 直接 利用延人数 人 100

令和 3年度 障害者の身体機能の維持・向上および社会参加の促進を図る。 直接 利用延人数 人 100

専門職派遣の回数が減少しているため、民間の障害者施設に対する広報活動を強化する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・巡回相談による技術的支援 0 ・巡回相談による技術的支援 0 0 ・巡回相談による技術的支援 0 ・巡回相談による技術的支援 0
・地域活動支援センター事業外の訓練 0 ・地域活動支援センター事業外の訓練 0 0 ・地域活動支援センター事業外の訓練 0 ・地域活動支援センター事業外の訓練 0
・訪問指導 0 ・訪問指導 0 0 ・訪問指導 0 ・訪問指導 0
・旅費（外出訓練） 2 ・旅費（外出訓練） 2 1 ・旅費（外出訓練） 2 ・旅費（外出訓練） 2
・嘱託職員報酬（3号0.5人） 566 ・嘱託職員報酬（3号0.4人） 340 282 ・嘱託職員報酬（3号0.4人） 340 ・嘱託職員報酬（3号0.4人） 340

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 568 合　　計 342 283 合　　計 342 合　　計 342
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 568 342 283 342 342

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15
正職員人件費 1,320 1,320 1,320 1,320 1,320

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 567 340 340 567 567
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,888 1,662 1,603 1,662 1,662
(11)単位費用

11.8千円／人 16.62千円／人 25.44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

特別支援学校を卒業後に訓練を行う機会がなくなるため、その後、継続して専門職員に訓練をしてほしいという要望があ ●①事前確認での想定どおり
り、対応する必要がある。また、重複障害者の高齢化に伴い、介護予防としての機能訓練のニーズも増えている。さらに ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、民間の障害者相談支援事業所ができたことで、隠れたニーズが掘り起こされて、専門職に対する相談も増えている。市 ○要
   背景は？(事業の必要性) 内の障害者施設の職員に対する技術的支援や、訪問指導、社会参加促進のための外出訓練等の多様なサービスが求められ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ており、今後さらに増えていくことが予想される。 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士を有している公的施設として、主に通所外訓練や障害者施設への技術的支援のニー
ズがあった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 民間の障害者施設には専門職が少ないため、公的機関が専門

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 職を派遣することにより、技術的支援を行う必要がある。ま
□その他 　促進された た、専門職を有する市が通所外訓練、訪問指導及び外出訓練

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した を行うことにより、障害者の社会参加を促進する効果が期待
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された できる。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 専門職が行っているため、市民の参加や市民との協同は困難 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り である。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
専門的知識や技術を要するため、市民の参加や市民との協同は困難である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ●要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
95 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

通所外訓練から地域活動支援センター事業へ移行した利用者がいたため、通所外
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 63 63

訓練の回数が減ったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,662 226 1,603 96.45
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

11.97

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 通所外訓練から地域活動支援センター事業へ移行した利

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 用者がいたため、通所外訓練の回数が減少した。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 6.02

人 10万円 3.93 65.28

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
通所外訓練、訪問指導、外出訓練は、障害者の社会参加を促進する効果があるため事業を継続する。また、専門職派遣については、民間の障害
者施設に対する広報活動を強化することにより事業を継続する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 454 課コード 0506 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 障害者福祉センター事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害者福祉センタ－

個別事業 基幹機能強化事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,662 千円 (うち人件費 1,320 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33303 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第５次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

あらき園と障害者福祉センターでは、一人ひとりのニーズにあった施設サービスを提供するため、支援内容



開催して障害につい 障害のある方や高齢の方等の外出を支援するため、市民と協働で市内のバリアフリー状況調査を行い、その
施策目的・

(2)目的 ての正しい知識を広げるとともに、障害者の地域活動への参加を支援するなど、地域と交流しながら啓発活 事業目的 結果をホームページのバリアフリーおでかけマップにまとめ、バリアフリーの情報提供を行います。また、
展開方向

動を行います。 バリアフリーおでかけマップに啓発記事を載せ、障害のある方等への理解の促進を図ります。
・市民協働による市内のバリアフリー調査・検証・情報収集 .既存施設と新規施設のバリアフリー情報の収集及びホームページの更新
・ホームページ「バリアフリーおでかけマップ」による市内のバリアフリー状況の情報提供 .イベント時での啓発活動の実施
・障害者等への理解の促進 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

ホームページ「バリアフリーおでかけマップ　らっく楽！あびこ」へ 想定値 16,500当該年度
のアクセス件数（年間アクセス数） 単位 件

活動結果指標 実績値 18,170

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市のホームページ上に掲載されている「バリアフリーおでかけマップ　らっく楽！あびこ」にアクセスすることで、市民への啓 直接 ホームページの年間閲覧件数 件 18,170 16,500
発と障害者の社会参加を促進する。

令和 2年度 市のホームページ上に掲載されている「バリアフリーおでかけマップ　らっく楽！あびこ」にアクセスすることで、市民への啓 直接 ホームページの年間閲覧件数 件 18,500
発と障害者の社会参加を促進する。

令和 3年度 市のホームページ上に掲載されている「バリアフリーおでかけマップ　らっく楽！あびこ」にアクセスすることで、市民への啓 直接 ホームページの年間閲覧件数 件 18,500
発と障害者の社会参加を促進する。
今後のホームページの課題として、現ホームページは１つ１つの施設のバリアフリー情報を掲載しているが、線の情報がないた

(7)事業実施上の課題と対応 め、障害者・高齢者が外出しやすいよう、施設と施設を結ぶ線の情報の掲載を検討する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

バリアフリー推進委員会開催 0 バリアフリー推進委員会開催 0 バリアフリー推進委員会開催 0 バリアフリー推進委員会開催 0
バリアフリー調査 0 バリアフリー調査 0 バリアフリー調査 0 バリアフリー調査 0
ホームページの更新業務委託 40 ホームページの更新業務委託 30 27 ホームページの更新業務委託 30 ホームページの更新業務委託 30
サーバー使用料 5 サーバー使用料 5 5 サーバー使用料 5 サーバー使用料 5
嘱託職員報酬額（2号0.4人） 899 嘱託職員報酬額（2号0.4人） 945 913 嘱託職員報酬額（2号0.4人） 945 嘱託職員報酬額（2号0.4人） 945
消耗品 0 消耗品 0 消耗品 0 消耗品 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 944 合　　計 980 945 合　　計 980 合　　計 980
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 944 980 945 980 980

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25
正職員人件費 2,200 2,200 2,200 2,200 2,200

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 898 946 946 945 945
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,144 3,180 3,145 3,180 3,180
(11)単位費用

0.21千円／件 0.19千円／件 0.17
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

障害者等の社会参加の推進のため、市内のバリアフリー情報を障害者等やその家族に提供し、積極的に外出できるよう支 ●①事前確認での想定どおり
援する必要がある。また、市民のバリアフリーに対する意識と関心を広げる必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市内施設のバリアフリー状況調査を行い、「バリアフリーおでかけマップ」の更新をすることで、外出支援に寄与した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主体となって市民活動団体と協働で事業を行うことによ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 り、市民活動団体の意識が高まり、効果が上がった。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ボランティアと連携をとり、利用者の支援を実施している。 市民活動団体・社会福祉協議会・障害者福祉センターの3者 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り でバリアフリー推進委員会を設け、市内施設のバリアフリー ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 状況調査を行った。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
18,170 16,500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市内施設のバリアフリー状況調査を行い、「バリアフリーおでかけマップ」の更
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 18,170 110.12

新を行った。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,180 △36 3,145 98.9
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

適切な計画及び事業の実施により、事業費以内で実施することが出来た
。

△1.15

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 前年度に比べて更新件数が減少したため。

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) △52.52

件 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
「バリアフリーおでかけマップ」は、障害者等の社会参加及び市民への啓発に繋がっている。今後も利用しやすい内容になるよう検討しつつ、
引き続き本事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1411 課コード 0506 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 日常生活支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害者福祉センタ－

個別事業 バリアフリー情報提供事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成26年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,180 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33304 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第５次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

障害の有無にかかわらず地域で共にくらせる社会を実現するため、イベントや講座等を



提供するため、支援内容 障害者の方が、創作的活動等をすることにより、自宅に引きこもることなく、趣味活動を充実させ、人と人
施策目的・

(2)目的 の充実を図ります。また、基幹施設として、市内の障害者施設への技術的支援を行うとともに、保健、医療 事業目的 との交流を深めること。
展開方向

、福祉の各機関との連携を強化します。
障害者福祉センターで、創作的活動やスポーツレクリエーション等の講座を実施する。自主的な活動と、講 障害者福祉センターで書道講座（月曜）、絵画講座B（火曜）、陶芸講座（水曜）、絵画講座A（水曜）、ス
師を依頼して行う講座を年間を通して実施する。なお、H31年度以降はNo455「サークル活動支援」をこの事 ピードボール講座（木曜）、ハンドベル講座（金曜）を実施する。各講座の運営にあたっては、専門の講師
業に統合して実施する。 当該年度 もしくはボランティアの協力を得て実施する。

執行計画
(3)事業内容 内　　容

講座参加実人数 想定値 62当該年度
単位 名

活動結果指標 実績値 63

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 利用者の趣味活動の充実と交流の促進 直接 講座参加実人数 名 63 62

令和 2年度 利用者の趣味活動の充実と交流の促進 直接 講座参加実人数 名 62

令和 3年度 利用者の趣味活動の充実と交流の促進 直接 講座参加実人数 名 31

各講座により参加人数にばらつきがあり、人数の少ない講座では活動に影響が出ている。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

嘱託職員報酬(2号0.2人、3号0.1人) 582 嘱託職員報酬(2号0.1人、3号0.1人) 491 480 嘱託職員報酬(2号0.1人、3号0.1人) 491 嘱託職員報酬(2号0.1人、3号0.1人) 491
臨時職員賃金（2人） 1,913 臨時職員賃金（2．4人） 1,819 1,695 臨時職員賃金（2．4人） 1,819 臨時職員賃金（2．4人） 1,819
講師報償費 681 講師報償費 736 736 講師報償費 736 講師報償費 736
消耗品 24 消耗品 24 16 消耗品 24 消耗品 24
講師傷害保険 63 講師傷害保険 111 27 講師傷害保険 111 講師傷害保険 111

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,263 合　　計 3,181 2,954 合　　計 3,181 合　　計 3,181
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,137 3,067 2,954 3,067 3,067

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 126 □特会 ■受益 □基金 □その他 114 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 114 □特会 ■受益 □基金 □その他 114
換算人数(人) 0.32 0.22 0.22 0.22 0.22
正職員人件費 2,816 1,936 1,936 1,936 1,936

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 582 490 490 491 491
臨時職員賃金額 1,913 1,785 1,785 1,819 1,819

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,079 5,117 4,890 5,117 5,117
(11)単位費用

112.57千円／名 82.53千円／名 77.62
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

障害者が住み慣れた地域で安心して暮らし、活発に社会参加していくことが出来るような支援体制が必要である。 ●①事前確認での想定どおり
地域活動支援センターでは、創作的活動やスポーツ・レクリエーションを通して交流及び社会参加の支援を行っている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 現在、我孫子市では、障害者を対象とした絵画・書道・陶芸等の講座を実施している施設がない。障害者の社会参加の第 ○要
   背景は？(事業の必要性) 一歩として、また障害者の生活の質の向上のため、実施していく必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市内において、障害者を対象とした創作的活動やスポーツ・レクレーション講座を提供している施設がないため、障害者
福祉センターにおいて実施する必要性がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 障害者対象の講座は、他の地域活動支援センターでは行って

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 おらず、市で実施する必要性がある事業である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 講座を実施するにあたり、市民団体やボランティア団体と連 ハンドベル講座ではボランティア団体の「かけはしの会」が ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 携を取っている。 参加している。陶芸講座では市民サークルの「陶友会」から ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 、講師とボランティアの派遣をしてもらい、協力を得ている ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している 。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(名) 目標値(b)(名) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(名) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
63 62 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

講座によって参加人数にばらつきがあるが、継続して利用する方が多いため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 63 101.61
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,117 962 4,890 95.56
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

15.82

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.21

名 10万円 1.29 106.61

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ●縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
地域活動支援センター訓練事業では65歳までが対象となっており、創作的活動等事業においても、同様に65歳までを対象とする。 65歳以上の障害者の方は、令和2年度は移行期間とし、令和3年度で参加は終了とする。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1555 課コード 0506 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 障害者福祉センター事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害者福祉センタ－

個別事業 地域活動支援センター創作的活動等事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.22 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,117 千円 (うち人件費 1,936 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33303 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第５次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

あらき園と障害者福祉センターでは、一人ひとりのニーズにあった施設サービスを



サービスを提供するため、支援内容 市内の障害者の訓練施設として、効率的に訓練できるよう、施設の維持管理をする。
施策目的・

(2)目的 の充実を図ります。また、基幹施設として、市内の障害者施設への技術的支援を行うとともに、保健、医療 事業目的
展開方向

、福祉の各機関との連携を強化します。
効率的に訓練できるよう施設の維持管理をするため、施設の改修修繕、設備の保守点検、清掃委託、草刈委 年間を通じて、施設機能が維持できるよう定期的に維持管理する。
託等を実施する。 定期的に安全点検を実施し、危険箇所については速やかに改修する。

当該年度 訓練室の照明器具安定器（２箇所）の取替修繕を行う。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

施設の維持管理率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 施設の機能を維持し施設環境を適切に保つ 直接 施設の維持管理率（修繕実施箇所／必要修繕箇所） ％ 100 100

令和 2年度 施設の機能を維持し施設環境を適切に保つ 直接 施設の維持管理率（修繕実施箇所／必要修繕箇所） ％ 100

令和 3年度 施設の機能を維持し施設環境を適切に保つ 直接 施設の維持管理率（修繕実施箇所／必要修繕箇所） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（事務・防災・蛍光灯） 319 消耗品費（事務・防災・蛍光灯） 405 367 消耗品費（事務・防災・蛍光灯） 478 消耗品費（事務・防災・蛍光灯） 478
燃料費 45 燃料費 62 41 燃料費 117 燃料費 117
修繕料（コピーカウント料金） 99 修繕料（コピーカウント料金） 90 55 修繕料（コピーカウント料金） 90 修繕料（コピーカウント料金） 90
手数料（車検・機器点検） 48 手数料（公用車点検、消火器廃棄） 93 93 手数料（公用車点検、消火器廃棄） 48 手数料（公用車点検、消火器廃棄） 20
自動車損害保険料 26 自動車損害保険料 0 自動車損害保険料 26 自動車損害保険料 0
事務機器使用料（複写機リース） 43 事務機器使用料（複写機リース） 14 14 事務機器使用料（複写機リース） 14 事務機器使用料（複写機リース） 14
自動車重量税 5 自動車重量税 0 自動車重量税 5 自動車重量税 0

実施内容 光熱水費 4,451 光熱水費 2,318 2,116 光熱水費 2,336 光熱水費 2,336
施設修繕料 429 施設修繕料 40 40 施設修繕料 46 施設修繕料 46

(8)施行事項
費　　用 通信運搬費 98 通信運搬費 89 853 通信運搬費 89 通信運搬費 89

清掃委託料 1,399 清掃委託料 1,469 1,371 清掃委託料 1,908 清掃委託料 1,908
草刈委託料 107 草刈委託料 78 54 草刈委託料 82 草刈委託料 82
樹木管理委託料 50 樹木管理委託料 30 30 樹木管理委託料 28 樹木管理委託料 28
排水管高圧洗浄委託料 49 放送受信料 16 15 放送受信料 15 放送受信料 15
放送受信料 15 空調設備リース料増設分 1,617 1,617 空調設備リース料増設分 1,617 空調設備リース料増設分 1,617
空調設備リース料 2,622 （債務負担H29.8～H39.7） （債務負担H29.8～H39.7） （債務負担H29.8～H39.7）
（H30.11月以降は、公共施設包括管理 施設備品購入費（プロジェクター） 196 183
業務へ移行）
空調設備リース料増設分 1,617
（債務負担H29.8～H39.7）

予算(決算)額 合　　計 11,422 合　　計 6,517 6,849 合　　計 6,899 合　　計 6,840
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 9,782 4,877 6,849 5,259 5,200

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,640 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,640 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,640 □特会 □受益 □基金 □その他 1,640
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 2,640 2,640 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,062 9,157 9,489 9,539 9,480
(11)単位費用

140.62千円／％ 91.57千円／％ 94.89
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

障害者の訓練施設として、設備の保守点検・改修・修繕を行い、施設の機能維持をはかることは、市としての責務である ●①事前確認での想定どおり
。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

施設の保守点検及び維持管理は必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 安全で快適な利用を継続するため、施設の維持管理を実現す

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 るのは市の責務である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 なし

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている エコプロジェクト指導により節電、節水のほかコピー用紙の エアコンの適正な温度設定、節水やコピー用紙の裏紙再利用 ●①想定どおり
□②生き物と共存している リサイクルなど環境負担軽減に全員で取り組んでいる。 の実施。ほか、離席（不在時）にはパソコンの電源をオフに ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している するなどの節電対応。職員エコルック推進、実施など職員一

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している 人ひとりが意識して環境負担軽減に取り組みました。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

施設の維持管理を図るため、設備の保守点検等を行い、安全性の確保に努めた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,157 4,905 9,489 103.63
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

なし

34.88

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 なし

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.09

％ 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、障害者福祉センターの施設運営に不可欠であり、施設の環境整備に努め、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1556 課コード 0506 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 障害者福祉センター事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害者福祉センタ－

個別事業 障害者福祉センターの維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,924 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 9,157 千円 (うち人件費 2,640 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33303 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第5次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

あらき園と障害者福祉センターでは、一人ひとりのニーズにあった施設



つい 障害者の方が障害にあわせた運動ができるよう、県主催の障害者スポーツ大会への参加を支援します。
施策目的・

(2)目的 ての正しい知識を広げるとともに、障害者の地域活動への参加を支援するなど、地域と交流しながら啓発活 事業目的
展開方向

動を行います。
県主催で開催される障害者スポーツ大会の情報提供と参加者の取りまとめを行う。水泳と陸上競技について 千葉県障害者スポーツ大会における陸上、水泳、ボーリング、卓球への参加支援（周知・取りまとめ・送迎
は、リフト車やマイクロバスを使用して送迎等の支援を実施する。 等）の実施。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

障害者スポーツ大会の参加者数 想定値 25当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 22

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 障害者の地域活動への参加を支援する 直接 障害者スポーツ大会の参加者数 人 27 25

令和 2年度 障害者の地域活動への参加を支援する 直接 障害者スポーツ大会の参加者数 人 28

令和 3年度 障害者の地域活動への参加を支援する 直接 障害者スポーツ大会の参加者数 人 28

千葉県障害者スポーツ大会の競技参加者数が、高齢化や疾病等により減ってきているので、ホームページや広報等で周知を図る
(7)事業実施上の課題と対応 必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・嘱託職員報酬額（3号0.1人） 255 ・嘱託職員報酬額（2号0.05人） 118 115 ・嘱託職員報酬額（2号0.05人） 118 ・嘱託職員報酬額（2号0.05人） 118

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 255 合　　計 118 115 合　　計 118 合　　計 118
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 255 118 115 118 118

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25
正職員人件費 2,200 2,200 2,200 2,200 2,200

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 255 118 118 118 118
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,455 2,318 2,315 2,318 2,318
(11)単位費用

90.93千円／人 92.72千円／人 105.23
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

近年パラリンピック等で障害者のスポーツ参加の意識は高まっている。この大会を通じてスポーツの楽しさを体験し、チ ●①事前確認での想定どおり
ャレンジ意欲を養うことは、社会参加の一助となるため、千葉県主催の障害者スポーツ大会への参加を支援する必要があ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ る。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

障害者スポーツ大会の参加支援を行うことで、障害者の意欲向上や社会参加につながった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 千葉県障害者スポーツ大会の実施要領に基づき、市町村にお

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ける参加申し込み窓口になった。また、障害者福祉センター
□その他 　促進された のバスを利用して陸上大会と水泳大会の同行と送迎支援を行

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した った。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ボランティアの協力を得て実施している。 水泳競技では、スイミングスクール「ユアー我孫子」の協力 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り を得て実施した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
27 25 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新規の参加者がいたため。。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 27 108
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,318 137 2,315 99.87
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

適切な計画及び事業の実施により、想定通りの事業費となった。

5.58

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 適切な計画及び事業の実施により、想定通りの事業費と

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 なった。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.08

人 10万円 1.17 108.33

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
千葉県障害者スポーツ大会の実施要領に基づき、今後も市町村における申し込み窓口として取りまとめを行わなければならない事業である。た
だし、送迎支援については、陸上競技では31年度の利用者が3名と減少していること、他の競技との公平性を鑑みて、令和2年度は送迎支援は行
わない。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1557 課コード 0506 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 障害者福祉センター事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害者福祉センタ－

個別事業 障害者スポーツ大会 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,318 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33304 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第５次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

障害の有無にかかわらず地域で共にくらせる社会を実現するため、イベントや講座等を開催して障害に



つい 失語のある人の家族に対し、失語の知識と会話方法を指導し、家庭でのコミュニケーションの負担の軽減を
施策目的・

(2)目的 ての正しい知識を広げるとともに、障害者の地域活動への参加を支援するなど、地域と交流しながら啓発活 事業目的 図ります。
展開方向

動を行います。
失語のある人のご家族を対象に、障害者福祉センターで失語症家族教室を開催し、失語に関する悩みごと相 障害者福祉センターで年5回の失語症家族教室を開催します。
談、家族間の交流や情報交換、失語の知識や会話技術の講習と実習を行います。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

失語症家族教室への延べ参加者数（人） 想定値 17当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 26

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 家族のコミュニケーションの負担を軽減することができる。 直接 失語症家族教室への延べ参加者数（人） 人 26 17

令和 2年度 家族のコミュニケーションの負担を軽減することができる。 直接 失語症家族教室への延べ参加者数（人） 人 28

令和 3年度 家族のコミュニケーションの負担を軽減することができる。 直接 失語症家族教室への延べ参加者数（人） 人 30

個人情報やプライバシーに関する具体的な内容が他に漏出しないよう、参加者に守秘義務を徹底させる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

失語症家族教室 0 失語症家族教室 0 0 失語症家族教室 0 失語症家族教室 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 440 440 440 440 440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 440 440 440 440 440
(11)単位費用

29.33千円／人 25.88千円／人 16.92
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

失語のある人にとって、家族はもっとも接する機会の多い話し相手であるが、症状が重篤であれば家庭内でも意思の疎通 ●①事前確認での想定どおり
が図れず、お互いに大きな悩みと不安を抱える場合が多い。そのため、家族を対象に悩みや不安を共有することのできる ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 交流の機会をつくるとともに、実用的な会話の技術を習得できる場が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

失語のある人のご家族は、日常のコミュニケーションに悩みを抱えることが多いため、家族同士の交流の場や実用的な会
話技術を学ぶ機会が必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 失語のある人の家族に対するコミュニケーション指導は専門

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 的なノウハウが必要であるため、現在のところ、民間企業、
□その他 　促進された NPO法人、市民団体等では実施できない。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 失語のある人のご家族から、実施にあたっての参考意見を聴 失語のある人のご家族から実施にあたっての意見を適宜聴取 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 取している。 している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
26 17 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

複数日に参加する人が増えたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 26 152.94
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 440 0 440 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 複数日に参加する人が増えたため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.86

人 10万円 5.91 153.11

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
失語によるコミュニケーション障害を軽減するためには、失語のある人にとって最も身近な存在である家族を支援することが重要である。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1558 課コード 0506 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 障害者福祉センター事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害者福祉センタ－

個別事業 失語症家族教室 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 440 千円 (うち人件費 440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33304 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第５次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

障害の有無にかかわらず地域で共にくらせる社会を実現するため、イベントや講座等を開催して障害に



して障害につい 中途失聴者・難聴者の方のコミュニケーションの問題を軽減するため、手話や読話によるコミュニケーショ
施策目的・

(2)目的 ての正しい知識を広げるとともに、障害者の地域活動への参加を支援するなど、地域と交流しながら啓発活 事業目的 ンの獲得や仲間づくりを支援します。
展開方向

動を行います。
中途失聴者・難聴者の方やご家族を対象に、障害者福祉センターで手話講習会と読話講習会を隔年にて、そ 平成３１年８月から１２月までの間に障害者福祉センターで中途失聴者・難聴者の方とご家族を対象にした
れぞれ１０回ずつ開催します。 読話講習会を１０回開催します。
また、中途失聴・難聴に関する啓発活動として、聴覚障害のある方との接し方をテーマにした研修会を実施 当該年度
します。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

講習会参加実人数 想定値 20当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 16

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 手話によるコミュニケーションの練習や仲間づくりを通じて、中途失聴者・難聴者の方のコミュニケーションの問題を軽減する 直接 講習会参加実人数 人 16 20
ことができる。

令和 2年度 手話・読話によるコミュニケーションの練習や仲間づくりを通じて、中途失聴者・難聴者の方のコミュニケーションの問題を軽 直接 講習会参加実人数 人 20
減することができる。

令和 3年度 手話・読話によるコミュニケーションの練習や仲間づくりを通じて、中途失聴者・難聴者の方のコミュニケーションの問題を軽 直接 講習会参加実人数 人 20
減することができる。
中途失聴者・難聴者の孤立や引きこもりを予防するため、講座修了後、交流の場として市内の手話サークルを紹介する。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報償費(手話講師8000円×1人×10回） 80 筆耕翻訳料(要約筆記者11000円×3人×5 165 151 報償費(手話講師8000円×1人×10回） 80 筆耕翻訳料(要約筆記者11000円×3人×5 165
筆耕翻訳料(要約筆記者11000円×3人×5 165 報償費（要約筆記者4380円×3人×5回） 66 66 筆耕翻訳料(要約筆記者11000円×3人×5 165 報償費（要約筆記者4380円×3人×5回） 66
報償費（要約筆記者4380円×3人×5回） 66 消耗品費 7 5 報償費（要約筆記者4380円×3人×5回） 66 消耗品費 7
消耗品費 7 消耗品費 7

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 318 合　　計 238 222 合　　計 318 合　　計 238
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 318 238 222 318 238

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,198 1,118 1,102 1,198 1,118
(11)単位費用

59.9千円／人 55.9千円／人 68.88
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

中途失聴者・難聴者は、生活上、自らのコミュニケーション手段として手話や読話を取得する必要がある。また、中途障 ●①事前確認での想定どおり
害であるために精神的なショックから社会的に孤立してしまうことが多いため、同障者との交流の場を提供する必要もあ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ る。手話講習会と読話講習会の開催については、特定非営利活動法人千葉県中途失聴者・難聴者協会から毎年要望書が提 ○要
   背景は？(事業の必要性) 出されている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

中途失聴者・難聴者は、中途障害であるために同障者との交流や音声言語に代わる視覚的なコミュニケーション手段を学
ぶ場が必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施主体となることにより、千葉県中途失聴者・難聴者

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 協会我孫子支部の会員以外の参加者が増加した。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 千葉県中途失聴者・難聴者協会我孫子支部と協議の上、事業 千葉県中途失聴者・難聴者協会我孫子支部と協議の上、事業 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り を計画した。 を計画した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
16 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

広報不足のため、例年より参加者が少なかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 16 80
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,118 80 1,102 98.57
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.68

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 広報不足のため、例年より参加者が少なかった。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.79

人 10万円 1.45 81.01

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、中途失聴者・難聴者の視覚的なコミュニケーション手段を学習する場のみならず、同障者同士の交流の場としても重要であるため、
現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2065 課コード 0506 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 障害者福祉センター事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・障害者福祉センタ－

個別事業 手話講習会・読話講習会 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成26年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,118 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33304 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第５次健康福祉総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

障害の有無にかかわらず地域で共にくらせる社会を実現するため、イベントや講座等を開催


